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－速報のため事後修正の可能性あり－ 

 

第 10 回政策評価審議会（第 13 回政策評価制度部会との合同）議事要旨 

 

１．日 時 平成 29年 11月 13日(月)15 時 00分から 17時 00分 

 

２．場 所 中央合同庁舎第２号館 第３特別会議室 
 
３．出席者 
 （委員） 

岡素之会長、森田朗会長代理（政策評価制度部会長）、牛尾陽子委員（政策評価制度

部会長代理）、薄井充裕委員、田中弥生委員、田渕雪子委員、松浦正敬委員（テレビ

会議による出席）、田辺国昭臨時委員、小野達也専門委員、加藤浩徳専門委員、堤盛

人専門委員 
 
 （総務省） 

野田総務大臣、奥野総務副大臣、山田総務大臣政務官、若生総務審議官、讃岐行政

評価局長、吉開官房審議官、泉官房審議官、菅原総務課長、長瀬企画課長、大槻政

策評価課長、大野評価監視官、砂山評価監視官、水川評価監視官、高橋企画課企画

官、飯塚客観性担保評価推進室長 
 
４．議 題 
 １ 行政評価局調査の実施について 
   ・女性活躍の推進 
   ・高度外国人材の受入れ 
   ・地籍整備の推進 
  ２ 平成 30年度以降の行政評価局調査テーマについて 
 ３ 政策評価制度部会における取組状況及び政策評価制度に関する諸状況について 
 
５．資 料 
 資料１   女性活躍の推進に関する政策評価（概要） 
 資料２   高度外国人材の受入れに関する政策評価（概要） 
 資料３   地籍整備の推進に関する政策評価（概要） 
 資料４   平成 30年度以降の行政評価局調査テーマの検討状況について 
 資料５－１ 政策評価制度部会における取組状況（平成 29年度） 
 資料５－２ 証拠に基づく政策立案（ＥＢＰＭ）推進の取組 
 資料６   今後の審議日程 
 参考資料１ 女性活躍の推進に関する政策評価（関連資料） 
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 参考資料２ 高度外国人材の受入れに関する政策評価（関連資料） 
 参考資料３ 地籍整備の推進に関する政策評価（関連資料） 
 参考資料４ 行政評価局調査の実績 
 
６．会議経過 

 （１）野田総務大臣、奥野総務副大臣及び山田総務大臣政務官から挨拶が行われた。 

  

（２）事務局から、行政評価局調査の実施（女性活躍の推進）について、資料１に沿

って説明が行われ、その後意見交換が行われた。意見の概要は以下のとおり。 

・ 女性管理職の登用が進まない原因について、①明確なキャリアパスが社内で

形成されていないこと、②何を達成すれば昇格するのかの基準が明確になって

いないこと、③育児休暇や時短制度を利用すると人事評価が下がってしまうの

ではないかと思い、退職する女性が多いことがあるとの意見があった。 

・ 女性管理職の登用を進めるためには、長期的な人事管理と、これを踏まえた

毎年の定期異動を考える必要があるとの意見があった。 

・ 育児休暇制度について、大企業は育児休暇を取得しやすくなってきているが、

小規模な企業については依然として取得しにくい状況であるとの意見があった。  

また、市町村においても育児休暇の制度と権限のある部署がはっきりしておら

ず、国はきめ細やかな対応を義務付けるべきではないかとの意見があった。 

・ 調査の対象について、民間企業と公務員だけではなく、財団法人についても

対象とするべきではないかとの意見があった。 

・ 調査の手法について、企業や団体に所属していない女性についても、活躍し

ている事例があれば、ベストプラクティスとして取り上げて提示することも効

果的ではないかとの意見があった。また、男性の意識に着目した調査も必要で

あるとの意見があった。 

 

 （３）事務局から、行政評価局調査の実施（高度外国人材の受入れ）について、資料

２に沿って説明が行われ、その後意見交換が行われた。意見の概要は以下のとお

り。  
   ・ 調査の観点について、高度専門職の在留資格を持つ外国人だけではなく、「専

門的・技術的分野の外国人材」の裾野を広げる等、より多様性のある中から良

い人材を受け入れるための工夫が必要であることに留意すべきとの意見があ

った。また、学歴がなくても伸びしろのある人材や一芸に秀でている人材につ

いても各企業において評価できている面もあるのではないか、評価の多様性と

いう点では、民間の評価ももっと積極的に取り入れてはどうかとの意見があっ

た。 
   ・ 成果目標について、高度外国人材の認定数が設定されているが、企業側から

見ると、国内業務で足りない分を外国人で埋めるのか、海外へのビジネス展開
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のために高度外国人材が必要なのか、２つの大きく異なる目標が混在している

との印象があり、日本の企業においてどちらを重要視しているのか、どのよう

な形で雇用が進んでいるのか実態を明らかにしてほしいとの意見があった。 
 
 
 （４）事務局から、行政評価局調査の実施（地籍整備の推進）について、資料３に沿

って説明が行われ、その後意見交換が行われた。意見の概要は以下のとおり。 
・ 調査の手法について、地籍調査を進めるためには、市町村に実施のインセン

ティブを持たせることが重要であり、進捗率を面積ベースから資産価値ベース

にするなど、地籍調査の遅れがどれだけの損失を生じさせているかを金銭換算

によって示す必要があるのではないかとの意見があった。 

・ 地籍調査が進まない理由として、実施の必要性が見出しにくいこと、また、

境界確定が個人の利害関係に影響を与えるために着手しづらいことがあり、こ

うした中では、公共事業の実施に併せて地籍調査を実施するなどのインセンテ

ィブを考えることが重要ではないかとの意見があった。 

・ 評価の観点について、地籍調査だけではなく、他のテーマにも共通すること

として、いずれの政策についても具体的な目標値が設定されており、その目標

値が達成できたこと・達成できなかったことについてみていくことも重要であ

るが、目標値の設定の仕方について、エビデンスをできるだけ明確にして調査

してほしいとの意見があった。 

・ 評価の観点について、東北地方では、東日本大震災の復興が進まなかった原

因の一つに、地籍調査の進捗の遅れが挙げられるが、何か災害があってからで

は遅いので、地籍調査は、行政の責任としてしっかりと取り組むべきであると

の意見があった。 

 

（５）事務局から、平成 30 年度以降の行政評価局調査テーマについて、資料４に沿

って説明が行われ、その後意見交換が行われた。意見の概要は以下のとおり。 

  ・ 行政評価局が実施する調査について、選挙公約において様々な無償化政策が

提案されているところ、無償化による費用対効果が高い政策分野とそうではな

い分野があると考えられることから、総務省の出先機関を活用して、例えば、

給食費など既存の無償化政策に係る事例をピックアップし、費用対効果を検証

してはどうかとの意見があった。 

  ・ 上記に関連して、無償化政策について機動的な調査という枠組みで、テーマ

として取り上げることも検討してはどうかとの意見があった。 

   ・ 平成 30 年度以降の行政評価局調査テーマについて、ＩｏＴ、データ分析、

ＡＩの活用は、行政が先頭に立ち、あらゆる政策分野で取り組む必要があるも

のであることから、政策横断的な視点からテーマとして検討されるべきとの意

見があった。 
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   ・ 上記に関連して、今後ＩｏＴ化やＡＩ化は間違いなく進むと考えられ、そう

した環境変化の中で、ＩｏＴやＡＩといったものをどのように調査テーマとし

て取り入れるのかを検討してほしいとの意見があった。 

 

 （６）事務局から、政策評価制度部会における取組状況及び政策評価制度に関する諸

状況について、資料５－１及び５－２に沿って説明が行われ、その後意見交換

が行われた。意見の概要は以下のとおり。 

   ・ ＥＢＰＭにおける「証拠」の意義について、ある特定の政策プログラムが他

の政策プログラムと比較して明らかに効果が高いことを証明するものであり、

単なる収集されたデータではないことに注意すべきとの意見があった。 

また、ＥＢＰＭの推進の方向性について、①証拠の作成、②証拠の集約、③

証拠の利用の３段階を意識すべきであり、証拠の作成については、今後政府が

実施を予定する共同研究の対象の選定に当たり、研究者による既存の分析の結

果、効果が高いと認められる政策から選ぶこと、証拠の集約については、アメ

リカやイギリスにおいては、主にＮＰＯが担っており、集約・整理した証拠を

政府だけではなく市民や地方自治体等に対しても情報提供していることを踏

まえ、総務省行政評価局においても、外部団体と協働してＥＢＰＭを推進する

ことが望ましいこと、証拠の利用については、各省にインセンティブを与える

ことが重要であるとの意見があった。 

   ・ ＥＢＰＭの導入について、導入が実現すれば行政活動は非常に効率化すると

思われる一方、行政事業レビュー等の政策評価類似の制度が複数存在している

中で導入を進めると、各省の事務負担感を増大させる可能性があることから、

その導入に際しては、何を軸にしてどのように効率化するかを明示する必要性

があり、また政策評価制度全体の一層の効率化も課題になるとの意見があった。 

・  公共事業評価ＷＧにおける、「完了後の事後評価に独自に取り組んでいる地

方公共団体の実施状況の委員視察」（資料５-１）は、いかなる位置付けとして

行う予定なのかとの質問があった。 

・  本質問に対し、事務局から、公共事業評価ＷＧとして、完了後の事後評価は、

先行事業における社会経済情勢の変化による影響等の課題を分析したうえで、

同種事業の企画立案や、各事業区分の評価マニュアルに反映して改善に資する

ものと認識しているところ、地方公共団体が自主的に行っている完了後の事後

評価の取組状況等の視察は、当該取組のメリット・デメリットを把握すること

で、公共事業評価ＷＧにおける認識の妥当性を再確認すること等ができる取組

であるとの回答があった。 

・ ＥＢＰＭの導入の段階ついて、理想形である厳密な意味での証拠に基づく政

策立案を政府内部のみでいきなり追求するのは不可能であるので、現段階にお

いては少しでも理想に近しいものを政府内において出来る範囲で検討し横展

開することが非常に重要であり、この意味で、現在政府で検討されている実証
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的共同研究には期待しているとの意見があった。 

・ ロジックモデルの意義について、ロジックモデルは政策立案の思考過程をで

きるだけ明確化し、政策の合理性・妥当性を検証するためのツールであり、そ

の作成自体が目的化することのないよう注意する必要があるとの意見があっ

た。また、既存の評価類似の制度は、ＥＢＰＭとも共通する事項を含むもので

あるとの意見があった。 

 

（７）事務局から、今後の審議日程について、資料６に沿って説明が行われた。 

 

以上 

      （文責：総務省行政評価局） 


